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風力発電 59.0万kW 45.8万kW 8.1万kW 13.2万kW 50.9万kW バイオマス熱 6.4万kW 3.4万kW 4.2万kW 3.0万kW 2.2万kW

太陽光発電 41.7万kW 30.5万kW 37.5万kW 11.2万kW 4.2万kW その他熱利用
（太陽熱・地中熱等）

18.0万kW 10.4万kW 3.6万kW 7.6万kW 14.4万kW

中小水力発電 3.1万kW 2.0万kW 2.7万kW 1.1万kW 0.4万kW 小計 24.4万kW 13.8万kW 7.8万kW 10.6万kW 16.6万kW

バイオマス発電 16.7万kW 1.4万kW 15.7万kW 15.3万kW 1.0万kW

地熱・天然ガス発電等 8.1万kW 8.1万kW 0.2万kW 0.0万kW 7.9万kW 153.0万kW 101.5万kW 72.0万kW 51.5万kW 81.0万kW

小計 128.6万kW 87.7万kW 64.3万kW 40.9万kW 64.3万kW ※端数処理の関係で、 合計の欄が一致し ない項目がある
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山形県エネルギー戦略 「エネルギー政策基本構想」 見直しの概要

【 目標達成によ る 効果】

◎ 約80万世帯相当分の電力需要量
※
を創出

（ 県内世帯数( 40万世帯) の約２ 倍）
※ １世帯の年間電力需要量：4,800kWh

(資源エネルギー庁試算による全国平均)

◎ 県内総電力需要量※の約５ 割相当分を 創出
※ 約80億kWh (資源エネルギー庁「電力調査統計」による)

約38億kWhの発電量が火力→再エネ由来へ置き換わったとすると

◎ 県内CO2排出量
※
の約２ 割相当分を削減

※ 2020年度の県内排出量：877万t-CO2

現在の目標 新し い目標 増加分

設備容量 101.5万kW
(R5年度末 72.0万kW)

153.0万kW ＋51.5万kW
(+50% )

発電量 (推計)
23億100万kW h

/ 828万GJ
(R5年度末 19億34万kWh)

38億1200万kW h
/ 1,372万GJ

＋15億1100
万kW h 

(+66% )

【 参考】
CO2削減量 (推計)

― 197.5万t-CO2 ―

【 見直し の目的と 方向性】

・ 「 山形県エネルギー戦略」 の策定（ H24. 3月） から 12年が経過し 、 県内において着実に再エネ導入が進んでき た一方、 カーボンニュ ート ラ ル実現の必要性や、 エネルギー資
源価格の高騰への対応など 社会情勢の変化から 、 一層の再エネ導入を図る 必要が生じ てき たため、 開発目標を見直す

・ 再エネに対する 社会の認識が変化する 中、 県民に改めて再エネ導入の意義について理解を深めても ら う ため、 県民に分かり やすい形で目標達成効果などを 示す

再エネを中心としたエネルギー供給基盤の整

備や、エネルギー源の分散配置により必要なエ

ネルギーを地域の中から生み出し、産業の振

興・地域の活性化を図る。

加えて、再エネ導入により生み出した利益を

地域に還元する仕組みの構築等により、環境

価値の地域循環を図り、2050年までのカーボン

ニュートラルの実現に向け、より安心して暮らせ

る持続可能な社会を創り上げ、次世代につない

でいく。

・ 自然環境等との調和を図りつつ、多様な再

エネ資源を活かし新たな電源開発を推進

・ 県内への安定供給体制の整備、広域系統を

通した県外への供給

・ 再エネ等の地域分散型の供給体制を整備

・ 省エネの推進と併せて、エネルギーの地産

地消と災害に強いシステム構築を推進

・ 県内の各産業分野との連携による技術開発

・ 再エネ導入拡大や水素等の社会実装に向

けた取組みを通じた県内産業の振興、エネ

ルギーと環境価値の地域内循環等を通じた

地域活性化

【
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再生可能エネルギーの供給基地化

GX（グリ ーントランスフォーメーション）の実現

分散型エネルギー資源の開発と普及

目指すべき本県の姿

洋上風力や地熱など、大規模かつ安定的なエネルギーを生み出す電源の開発を促進するとともに、自家消費型太陽光発電など分
散型の電源・熱源の導入をこれまで以上に進める。加えて、水素等の新技術の導入促進を図りながら、再エネ導入を加速。

再生可能エネルギー開発の方向性

これまでの開発実績に加え、新たに開発が期待されるものや、
開発に向けて推進を図るものを検討し、開発目標を上方修正

目標見直し
の考え方開発目標の見直し 目標年度：2030(R12)年度

（変更なし）・ ｢ゼロ カーボンやま がた2050宣言｣
・ ｢山形県脱炭素社会づく り 条例｣の施行
・ ｢山形県水素ビ ジョ ン ｣の策定

・ ｢山形県再生可能エネルギーと 地域の
自然環境、 歴史・ 文化的環境等と の
調和に関する 条例｣の施行

・ ロ シアのウ ク ラ イ ナ侵攻等によ る エネ
ルギー資源価格や物価高騰

【

情

勢
の

変

化
】

・ 洋上風力発電など大規模発電事業の展開を進め、エネル
ギーの供給基地化を促進するとともに、地域経済を活性化

・ 風力や太陽光を中心に、地域が主体となって取り組む再エネ
導入を進め、エネルギーの地産地消を加速

・ 脱炭素化により企業の付加価値を高め、更なる地域活性化
につなげるため、再エネや水素等新技術の導入支援を強化

電源開発の方向性

・ 地域の熱資源（バイオマスや地中熱など）の利用に当たっては、
家庭や事業所等における省エネ化と連動した導入や、地域に
おける面的利用などによる効果的な活用を促進

・ 企業活動における脱炭素化・低炭素化を促進するため、産業
部門での熱の面的利用など、更なる熱エネルギーの活用を促進

熱源開発の方向性

再エネ開発目標の比較（ 種別内訳）

１ . ５ 倍



政策展開の視点と 施策の考え方・ 方向性

・ 第６ 次エネルギー基本計画の策定

・ Ｇ Ｘ 基本方針の策定

・ 地域脱炭素ロ ード マッ プの策定

・ カーボン・ ク レ ジッ ト 市場の創設

・ 水素基本戦略の改訂

・ ｢山形県脱炭素社会づく り 条例｣の施行

・ 広域連系系統マス タ ープラ ンの策定

・ 出力制御の増加

・ ｢山形県再生可能エネルギーと 地域の

自然環境、 歴史・ 文化的環境等と の

調和に関する 条例｣の施行

・ ロ シアのウ ク ラ イ ナ侵攻等によ る エネル

ギー資源価格や物価高騰

など

・ エネルギー戦略の目標達成と と も に、 カーボンニュ ー
ト ラ ルの実現に向けた、 洋上風力発電等の大規模再エ
ネ設備の導入拡大

・ 発電事業者と 地域と の信頼関係構築のも と 、 地域の合
意形成を促進

・ 産業振興や交流人口拡大、 地域活性化に繋がる 取組み
を市町村や関係団体等と 連携し て推進

・ エネルギー価格の高騰を背景と し た自家消費や、 CO2
フ リ ー電力等の新たな需要に対応する 再エネ設備（ 蓄
電池を含む） の導入支援

・ 庄内地域における 新たな地域新電力の設立に向けた
支援や、 地域新電力間の連携によ る 供給体制の構築

・ 産業部門における 未利用熱等の利活用の拡大

・ 地域資源を活かし て生み出さ れた再エネの地域内利用
と 利益の還元等によ る 地域活性化の促進

・ 脱炭素を成長の機会と 捉え、 地域課題解決に取り 組む
人材の育成強化や産学官民金の連携

・ 災害によ る 停電への対応等のレジリ エンス 向上に向け、
自家消費型の太陽光発電や蓄電池の導入、 電動車の活
用等を促進

・ 徹底し た省エネと 再エネの導入拡大・ 利用促進
・ エネルギー消費量の多い家庭部門・ 業務部門の省エネ

対策や、 運輸部門の脱炭素化を推進
・ 水素などの新たな技術の導入と 県民・ 事業者等の

理解促進

・ 発電事業者と 地域住民等と の適切な調整のも と 、 地域
の自然環境等と の調和が図ら れ、 地域活性化につなが
る 持続可能な再エネの導入を促進

後期プロ グラ ム見直し （ 第一期） において
考慮し なければなら ない情勢変化
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・ 再エネ導入に対する 県民や事業者の理解促進と 行動によ り 、 再エネ開発目標の着実な達成を 図る
・ 再エネ導入と 省エネ推進を 一体的に図る こ と で、 カーボン ニュ ート ラ ルの実現に向け、 県民生活や産業活動

の脱炭素化を 推進する

・ 洋上風力の推進など によ り 、 再エネ導入を 将来にわたる 地域の産業振興や地域社会への貢献につなげていく

【 従来の開発目標】

設備容量 101. 5万kW（ 発電量 23億kWh）

【 令和５ 年度末の進捗状況 72. 0万kW( 19億kWh) 】

【 開発目標の見直し 】

●カーボン ニュ ート ラ ルの実現に向け、 再エネ導入を 更に促進

設備容量 153. 0万kW

発 電 量 38. 1億kWh

（ 再エネ発電によ る CO2削減量 197. 5万t-CO2）

＜目標達成によ る 効果＞
・ 約80万世帯相当分の電力需要量を創出

（ 県内世帯数( 40万世帯) の約２ 倍）
・ 県内の総電力需要量の約５ 割相当分を創出
・ 県内CO2排出量の約２ 割相当分を削減

目標年度： 令和12年度

展開期間： 令和３ 年度～12年度


